

















































































































































































１５年度 ２３年度 ２９年度 １５～２９年度までの合計
相談件数 ８２０ ４，４３６ １８，６４３ ９８，１４８
面談人数 １８５ ３，１１９ １５，４８８ ６６，１１９
























































































































































小中学校 １０２ ３５ ２９ ８３ １,１００
高校 ２０ ７ ６ １８ １６１
２９
小中学校 ８２ ３０ ０ ７５ １,７４２
高校 １１ ３ ２ １０ １０５
３０
小中学校 ８８ ４ ０ ７６ １,４１８
高校 １０ ０ ０ ９ １６３
　状態の深刻度が高く、アウトリーチが求められ、学校だけでは対応しきれない児童
生徒への支援を「訪問支援による学校復帰サポート事業」として、ＳＳＦが担ってお
り、アウトリーチの実施に際しては、以下の手順が取られる。
①各学校から教育委員会（県立は県教委、市町立は市町教委）に派遣依頼を行う。
　多くの学校では週１回程度の教育相談部会がもたれており、教育委員会では明確に
指定はしていないが、学校の窓口を担っている。なお、県では各学校での不登校対応
において、教育相談主任を中心とした校内体制の強化を推進している。
②各教育委員会から県内３か所の県の教育事務所に派遣依頼を行う。
　各教育事務所にはＳＳＦから常勤のコーディネーターが派遣されており、当該コー
ディネーターがＳＳＦと派遣の調整を行う。なお、【表６】に示す実績にあるように、
派遣を保留する場合や派遣しない場合もあり、第２章で述べた被支援者の状況に最大
限配慮するＳＳＦの事業方針を象徴している。
　各年度の事業費約１，９００万円は、上記②の３名のコーディネーターの配置の他、同
コーディネーターが県内の全ての公立高校を訪問する費用（１人１月１０校を想定）、
及び児童生徒への訪問支援をする費用（年間８８８回を想定）を積算したものであるが、
【表６】に示したように、補助金の枠内に囚われることなく、必要と判断された支援
が実施されている。なお、県教育委員会では児童生徒の状況を把握する１３段階の指標
（「登校せずほぼ自室に閉じこもる」から「ほぼ毎日登校する」まで）を設けており、
たとえば、平成３０年度に関しては、実支援人数８５名の内、訪問支援により状態が後退
したのが１名、維持が１６名、改善が６８名という成果をあげている。
※佐賀県教育委員会の担当者提供資料より筆者作成。なお、「支援保留」は、①支援
を決定するための被支援者の背景要因（家庭）の情報が不足している場合、もしく
は②学校は訪問支援を求めているが、既に外部機関の支援を受けている場合の対応
であり、「支援なし」は、訪問支援がなくても被支援者が改善に向かう状態と判断
された場合である。
　本事業の取り組みには、外部機関と学校との連携を考える上で、主に２つの注目点
― 8 ―
東北文教大学・東北文教大学短期大学部紀要　第１１号
がある。
　１つは、ＳＳＦと学校の２者での取り組みとせず、教育委員会を仕組みの中に入れ
ていること（手順①の学校からの依頼先は教育委員会であること）である。熱心な先
生の中には自身の専門性での解決を意識するあまり問題を抱え込む方がいたり、厚労
省事業のサポステと連携することへの学校の抵抗感があったりする中で、教育委員会
の介在がＳＳＦと学校の信頼醸成に繋がっていると、谷口代表も県教育委員会担当者
も認識している。なお、事業が進む中で、支援保留や支援なしの児童生徒が減少して
いるのは、事業への理解の浸透に加えて、学校とＳＳＦの情報共有の深化が要因にあ
ると思われる。
　もう１つは、第一義的には不登校の生徒とその家庭への支援を目的とする事業では
あるが、事業報告書の様式にも進路相談やケース会議等の「学校への支援」記載欄が
設定され、コーディネーターが県内の全ての学校を訪問する中で、ＳＳＦが学校もサ
ポートする役割を果たしていることである（谷口　２０１７、２６頁）。
おわりに
　本稿の目的は、サポステでの学校連携事業終了後、各サポステの運営団体が学歴取
得支援にどのように対応したのかをまとめ、支援実績が最も多かったＳＳＦの取り組
みの特徴と意義を明確にするとともに、ＳＳＦの支援の土台となる学校との連携に関
して、佐賀県教育委員会の取り組みを通して、民間団体と学校が連携をする上で求め
られることを考察することであった。
　第１章では、限られた回収からの分析となったが、独自事業や地方自治体の補助事
業として学歴取得支援を実施した１４団体の動向を踏まえて、ＳＳＦの取り組みが注目
されること、地方自治体の財政的支援や学校との連携構築による対象者との繋がりが
重要であることを確認した。第２章では、多くの支援を提供しているＳＳＦの特徴を
整理した。若者支援での拠点型の限界、専門職の限界、地域の限界を認識した上で、
それぞれの強みを発揮できるように、多様で長期的な視野からの支援のためのネット
ワークを構築し、被支援者の状況に最大限配慮したアプローチを訪問型で実施してい
た。また、必要な支援を実施する上では学校との連携、在学中からの支援が重要であ
るが、その点に関しては第３章で佐賀県教育委員会との協働を分析し、支援対象を児
童生徒だけに止めず、教員も支援するという観点で取り組まれていること、及び学校
と外部団体の連携に常に教育委員会が介在することの意義を明確にした。
　厚労省のサポステ事業に関しては、独自事業を有する運営団体への委託を通して、
多様な実践が蓄積された一方で、補助金事業の重複や効率への批判もあり、在学生や
経済困窮者など、他の機関・施策の支援対象者を支援対象から除外してきた。その影
響は地域やサポステ運営団体毎に異なると思われるが、ＳＳＦに関しては、包括的な
支援を実施するノウハウも人材も有する中で、教育委員会との協働で学校との連携を
維持・深化させており、その取り組みは示唆に富んでいる。
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注
（１）サポステに関する厚労省サイト　サポステネットの「数字でわかるサポステの
実績！」より引用。（https://saposute-net.mhlw.go.jp/results.html：最終アクセ
ス２０１９年１０月１５日）
（２）やまがたサポステには、学び直し支援事業のパンフレットを見ての問い合わせ
が平成３０年度になってもある。その中で、県の補助事業は、『若者相談支援拠点
設置運営事業（平成３０年）』のように名称の変更があるものの、平成２６年度以降、
継続している。
（３）支援の成果には、高認試験合格の他、通信制・定時制の生徒への学習支援を通
した就学継続支援もある。
（４）教育分野（幼・小・中・高の教諭、保育士、臨床心理士）、医療分野（理学療法
士、精神保健福祉士）、福祉分野（社会福祉士）など、多職種連携でのチーム対
応を行っている。
（５）若者支援のノウハウが認められ、人材育成のカリキュラムが大学での単位認定
を受けている。
（６）本研究の遂行に際し、２０１８年１０月３０日にＳＳＦを執筆者３名で訪問した。
（７）谷口代表が講師を務めた平成３０年度「内閣府アウトリーチ（訪問支援）研修」
前期・後期共通資料１／３（ＳＳＦ訪問時に提供頂いた）のスライド番号１９・
２０・２６より抜粋。
（８）ＮＨＫのプロフェッショナル仕事の流儀　第２７５回放送（２０１５年８月３１日）
（９）本研究の遂行に際し、２０１９年１０月３日に佐賀県教育委員会学校教育課を執筆者
３名で訪問し、担当者にインタビュー調査を行った。
（１０）１４校で５６０時間の非常勤講師による別室学習支援を行った際、昨今の教員不足で
人員確保が困難であったこともあり、学校生活支援員は一般募集されている。
なお、平成２８～３０年度は、２市町の教育センターが学校内に分室を設けるモデ
ル事業を実施したが、県内２０市町の内、４市町には教育センターがないことか
ら、センターがなくても学校に設置できるように分室ではなく別室となった。
引用・参考文献
・下村一彦（２０１５）「地域若者サポートステーションを運営するＮＰＯと地方自治体
の協働」科研費研究成果（研究代表者：宮腰英一、研究番号：２４３３０２３１）報告書
『子ども・青少年育成活動における自治体行政とＮＰＯの協働に関する日英比較研
究』８６～９７頁。
・谷口仁史（２０１４）「若者支援を日本活性化の原動力に！（日本政治の挑戦）」『第三
文明』６６０、２３～２５頁。
・谷口仁史（２０１５）「アウトリーチと重層的なネットワークで：ＮＰＯ法人スチュー
デント・サポート・フェイスがとりくむ子ども・若者の自立支援」『部落解放』
７１３、解放出版社、５０～５９頁。
・谷口仁史（２０１７）「孤立する若者と社会をつなぐ」部落解放・人権研究所 編『ヒュー
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マンライツ』３５４、１６～２３頁。
・谷口仁史（２０１７）「アウトリーチで子どもの「見えない貧困」に寄り添う（貧困対
策を考える）」『第三文明』６９５、２６～２８頁。
・谷口仁史（２０１９）「SOKAGLOBALACTION どんな境遇の子ども・若者も見捨て
ない」『第三文明』７１１、７４～７６頁。
・保坂亨（２０１９）『学校を長期欠席する子どもたち 不登校・ネグレクトから学校教育
と児童福祉の連携を考える』明石書店。
付記
　本稿は科学研究費補助金事業（課題番号：１８Ｈ００９７２ 研究代表者：後藤武俊）の研
究成果の一部である。
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